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当院における言語聴覚療法部門の診療実績による検討
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要
?
 2006年度に開設 された言語聴覚療法(ST)部門は、障害により食べる楽 しみを失っ
た患者や意思疎通を図れず苦慮している患者に対し、"食べる"、"話す"機 能の回復を
目指し、患者のQOL(quality of life)が向上するように診療を続けてきた。今回、過
去の診療実績、活動状況を調査し、当院における言語聴覚士の役割、今後の課題につい
て検討 した。調査結果より、ST部門への処方件数は年々増加傾向にあった。 ST処方診
療科は、神経内科 ・救命救急センター ・脳神経外科が大半を占めていたが、その他の診
療科からの依頼も年々増加傾向にあ り、合計18の診療科から処方があった。ST対象患
者の診断名は脳血管疾患が大半を占めているが、循環器疾患や呼吸器疾患、外科術後の
廃用症候群、がん患者も徐々に増加 しており、対象 とする患者は急性期だけではなく、
回復期 ・維持期 ・終末期 と多様であった。STが対象とする主な障害は①運動障害性構
音障害②摂食 ・嚥下障害③失語症④高次脳機能障害などで、特に① と②が占める割合が
高かった。以上の結果から、今後、更に患者のQOLを向上させるための課題 として、ST
処方件数増加に対応できるST部門の土台を固めること、院内全体 にSTを提供できる体
制作 り、ST処方件数が少ない診療科 との連携体制の構築、増加 している摂食 ・嚥下障
害を客観的評価するために嚥下造影検査等を行える体制を構築することなどが考えられ
た。
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1.は じめ に
 日本での 「言語聴覚療法」は、1930年代から東
京大学や九州大学で音声言語障害患者に対する治
療 として開始された。国家資格が制定される以前
は、「臨床言語士」や 「言語療法士」などの認定
資格を得た者がコミュニケーション障害に関わる
治療にあたっていたが、1997年に言語聴覚士法が
制定され、言語聴覚士の国家資格が誕生した。言
語聴覚士は 「音声機能、言語機能又は聴覚に障害
のあるものについてその機能の維持、向上を図る
ため、言語訓練やその他の訓練 とそれに必要な検
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査及び助言、指導その他 の援助 を行 うこ とを業 と
す る」 と規定 され、更 に 「言語聴 覚士は診療 の補
助 として医師又は歯科 医師の指示 の下 に嚥下訓練
を行 うことを業 とす ることができる」 と明記 され
た ことによ り、近年、 コ ミュニケーシ ョン障害 の
み ならず、摂食 ・嚥下 リハ ビ リテーシ ョンにも積
極的 に関わ るよ うになった。
 当院言語聴 覚療法(以 下ST)部 門 は2006年4
月10日に、言語聴覚士2名 体制で リハ ビリテー ショ
ン科 に開設 され、2009年4月には言語 聴覚 士 が
1名増員 とな り、現在は3名 体 制で 日々診療 にあ
たってい る。言語聴覚士の業務 は、コ ミュニケー
シ ョン障害、摂食 ・嚥下障害、聴 覚障害 を抱 える
入院、外来患者 に対 し言語 聴覚療法 を提供す るこ
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とであるが、 当院では、 コ ミュニケーシ ョン障害
と摂食 ・嚥下障害を対象 としている。
　本稿 で は、 開設6年 目を迎 えたST部門の過去
の診療実績、活動状況を調査 し、当院における役
割、今後 の課題 について検討 した。
2.調 査方法
(1)調査期間 と対象
①2006年度
　 (2006年4月10日か ら2007年3月31日)
　 開設1年 目、言語聴覚士2名 体制
②2008年 度
　 (2008年4月1日か ら2009年3月31日)
　 開設3年 目、言語聴覚士2名 体制
③2010年度
　 (2010年4月1日か ら2011年3月31日)
　 開設5年 目、言語聴覚士3名 体制
　 3つの異なる期間で言語聴覚療法部門に評価 ・
リハビリテーシ ョン処方があり、言語聴覚士が介
入した全患者を対象 とした。
(2)調査項 目
　 リハ ビ リテーシ ョン科患者デ ータベー スか ら、
(1)処 方診療科、(2)診 断 名、(3)対 象 とす
る主な障害名 につ いて後方視的 に調査 し、活動状
況 についてま とめた。
3.調 査結果
(1)処方件数
　調査 期間 のST処方件数 を 図1に 示 す。2006年
度 は年 間処 方件 数380件で 月平均 処方 件数 が31.6
件 、2008年度 は年間処方 件数494件で月 平均処方
件 数が41.1件、2010年度 は年 間処方 件数587件で
月平均処 方件数が48.9件で あ り、処 方件数 の増加
が 明 らかで あった。
(2)処方診療科、診断名
　調査期間内のST処方診療科の割合を図2に 示
す。ST処方診療科は神経内科、脳神経外科、救
命救急センター、その他診療科の大きく4つに分
類することができた。最も処方件数が多い診療科
は神経内科で各年 ともに約60％を占めていた。
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2006年度
(380件)
　　　　　　　　　 16°6　　 　　　　　　　　 53％
　　　　　　 62％　(94件　　　　　　　　　　　311件)
　　　　　 (307件)　　　　　　14％(
82
2008年度 　 　 　 　 　 　 　 2010年度
(494件)　　　 　　　　　　　　　　(587件)
圖神経内科 凹脳神経外科 □救命救急センター □その他7
図2　処方診療科
10(〆184)　　S (　　 G
?
?
?
当院における言語聴覚療法部門の診療実績による検討
脳 神経外科 は、患者処方件数 は増加 してい るが割
合 としては20％か ら14％へ と減少 していた。救命
救急セ ンターは年 々処方件数 が増加 してお り、12
％か ら16％へ と増加 していた。そ の他の診療科 も
同様 に11％か ら17％へ と増加 していた。その他の
診療科 の内訳 として処方件数 の多 い順 に、循環器
内科、外科、消化器内科、呼吸器 内科、 リウマチ
科 ・血液 内科、心臓 血管外科 、呼吸器外科、小児
科、腎臓 内科、放射線科、形成外科 、泌尿器科、
耳鼻 いん こう科、整形外科、皮膚科 、産婦人科で
あ り、合計18の診療科か ら処方 があった。 しか し、
未介入 となってい る診療科 も10科あった。
　 次 に、ST処方 が あった患者 の診断 名を表1に
示 す。ST処方 患者 の診 断名 の多 くは、 神経 内科
表1　処方患者の診断名
診療科 診断名
神経内科
パーキンソン病、脊髄小脳変性症、多
系統萎縮症、多発性硬化症、重症筋無
力症、運動ニューロン疾患、末梢神経
障害、脳梗塞など
脳神経外科
脳出血、脳梗塞、クモ膜下出血、脳腫
瘍、硬膜下血腫、水頭症など
救命救急センター
外傷、蘇生後脳症、ショック、抜管後、
気管切開術後、熱傷、脳卒中など
その他
循環器疾患(心 不全 ・心筋梗塞など)、
呼吸器疾患(肺 炎など)、消化器疾患
(胃癌、膵臓癌、肝臓癌など)、外科術
後、悪性腫瘍など
や脳神経外科の脳血管疾患患者が大半であったが、
救命センターに搬送された重篤な疾患や循環器疾
患、呼吸器疾患、外科術後の廃用症候群など対象
範囲が拡大する傾向にあった。
(3)対象 となった主な障害
　ST処方後、言語聴覚士による評価で分類 され
た主な障害 を図3に 示す。2006年度 は脳血管疾
患に伴 う運動障害性構音障害によりコミュニケー
ション能力低下を呈 した患者の割合が最も多かっ
たが、2008年度以降は脳血管疾患や全身状態低
下に伴 う廃用 により摂食 ・嚥下障害を呈 した患者
の割合が増加 していた。その他、高次脳機能障害
(注意障害、記憶障害、遂行機能障害、失行、失
認)が4～8％ 、失語症が年間4～5％ 、顔面神
経麻痺が年間1～2％ 、音声障害(反 回神経麻痺
による嗅声な ど)・発達障害が1％ であった。ま
た、神経内科疾患患者に対しては言語障害や摂食 ・
嚥下障害の有無の確認、経過観察するために処方
されるもののスクリーニング評価の結果、障害が
顕在化 しておらず、介入の必要性が無いと判断 さ
れ、終了した患者が年間16～20％にものぼった。
神経難病など進行性疾患のように将来的に障害の
出現が考えられる場合は、予測的 ・予防的な観点
での関わ りが求められ、早期発見、早期介入の必
要性が問われた。
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図3　 STが対象となった主な障害
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(4)活動状況
ST開設からの活動状況について表2に 示す。
4.考 　 　察
(1)処方件数について
　処方件数は、1年 目が380件、3年 目が494件、
5年目が587件と着々 と増加 してお り今後も件数
増加 が見込 まれた。 これは、 患者の生活の質
(QOL：quality　of　life)向上を目的に言語聴覚
士が行ってきた過去の診療実績や病棟カンファレ
ンス ・NST参加などにより、"話す""食 べる"
といった機能を回復させることの重要性が浸透し、
院内の障害を抱えた患者に対する質の高い医療提
供の一環 としてSTの処方件数が増加 したためと
考えられた。今後、患者の更なるQOL向上を目
指すため、診療をしてい く中で他職種との連携を
積み重ね、言語聴覚士の役割を理解していただけ
るよう啓蒙活動を行 うことが必要と考えられた。
また、処方件数が増加しても質の高いサービスを
提供していくためには、言語聴覚士一人ひとりが
研鐙を積み専門性 を高めST部門の土台を固めて
いくことや患者に十分な時間をかけられるよう言
語聴覚士の人員増員など部門内の体制作 りも必要
であると考えられた。
(2)ST処方診療科 ・診断名について
　ST処方診療科は当院に28ある診療科の内、18
の診療科か らの依頼があった。中でも神経内科や
脳神経外科、救命救急センターの3科 からの依頼
が大半を占めた。 この3科 にはST対象 となる疾
患 ・状態の患者が多く、 リハビリテーションを提
供する中で、日常的に医師 ・看護師 と食事摂取方
法や食形態、コミュニケーション方法な どについ
ての情報交換が行われている。そのため、言語聴
覚士と病棟 との連携体制が整いつつある。しかし、
近年は言語聴覚士の活動が浸透してきたことで主
要3診 療科以外からの処方件数も年々増加してお
り、循環器疾患、呼吸器疾患、外科術後の廃用症
候群、がんなどの患者に対して介入する機会が多
くなっているため、それ らの診療科との連携体制
を整える必要性があると考えられた。
　また、当院は急性期総合病院であるが、ST対
象 となる患者の病期は急性期 とは限らず、回復期、
維持期、終末期 と多様であった。そのため、様々
な疾患を熟知 し病期に適 した リハビリテーション
の提供が求められると考えられた。
(3)ST対象主障害について
　当院ST部門が対象 とした障害は図3に 示した
ように、運動障害性構音障害、摂食 ・嚥下障害、
高次脳機能障害、失語症、顔面神経麻痺、音声障
害、発達障害などと多岐にわたった。中でも運動
障害性構音障害、摂食 ・嚥下障害が全体の7割 を
占め、構音訓練、摂食 ・嚥下訓練を実施する機会
が多かった。
　運動障害性構音障害の原因は神経内科や脳神経
外科疾患であるため、STが対象 とする主な障害
の割合を多 く占める要因であると考えた。運動障
害性構音障害を呈 した患者は、聞き返 されること
が増加 したり、話 しづ らさを自覚することで発話
意欲が低下 したり、重度になると家族や病院職員
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との意思疎通が困難 とな り精神的 に落 ち込んで し
ま うことが多い。言語聴覚士は、コ ミュニケーシ ョ
ン障害患者の第一の理解者 とな り、適切な コ ミュ
ニ ケー シ ョン手段を確保す る役割 を担 ってい る。
早期か らの機能的な リハ ビリテ ーシ ョンアプロー
チ に加 え、患者の残 された機能 を活か しコ ミュニ
ケーシ ョン能力 を更 に高める関わ りが必要で ある。
また、家族や病院職員ヘ コミュニケーシ ョンの取
り方 な どを助言 し、他者 との関係性 が改善す るこ
とで、患者 の精神的安定 につ なげる ことがで きる
と考 え られ る。
　摂食 ・嚥下障害 は脳血管疾 患のみな らず、廃用
に起 因す るもの、加齢な どが原 因で発症す るため
様 々な診療科か ら処方 を受 ける。近年 、主要3診
療科(神 経 内科 ・救命セ ンター ・脳 神経外科)以
外 か らの処方件数 の増加 とともに摂食 ・嚥下 障害
を対象 とす る割合 も増加 してい る。 これは院 内全
体 で摂食 ・嚥下 障害 に対 し、関心が向いてきてい
る とも考 え られ る。摂食 ・嚥下障害は誤嚥性肺 炎
や 窒息の危 険、脱水や低栄養の危険を もた らす ば
か りでな く、人 間の基本的な欲望 である"食 べ る
喜 び"を 奪 って しまい、 その人のA・　 (quality
of　life)を著 しく低下 させて しま う。言語聴 覚士
は、摂食 ・嚥下 障害患者 に対 し、機能 改善 を 目的
としたアプ ローチ を行い、食 事開始が可能 か どう
かの判断、食事形態の選択、食事摂取 に関す る注
意事項の説 明、誤嚥を防 ぐ摂取方法指導などを行っ
ている。実 際にこれ らの評価 ・アプ ローチを早急
に行 うことが求 められ る場面 も多い。今後 は診療
技術 の向上 に加 え、摂食 ・嚥下機 能を客観的 に評
価 す る た め に 、 嚥 下 造 影 検 査(VF：video
fluoroscopic　examination　of　swallowing)や
ビデ オ 内視鏡 嚥 下検 査(VE：videoendoscopic
examination　of　swallow)が実施 で きる よ うな
体制作 りが必要で ある。また、少 しで も早 く家族、
病 院スタ ッフに対 し患者の障害像を説明す る こと
で現在 の症状 について理解 を促 し、対応方法 な ど
を助言す る ことで患者の栄養、食事 に関わる こと
ができる。更 に、終末期患者の食べ る楽 しみ を作
る ことにも関わ るこ とがで きる。それは一口でも
食べ られ る ことが患者の 目標 や楽 しみ に繋 が り、
家族 の希望 につ なげることもで きると考え られ る。
　以上 よ り、言語聴覚士が リハ ビ リテーシ ョンを
実施す るにあた り、機 能障害 の回復 のみに捉われ
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ず、コミュニケーション障害や摂食 ・嚥下障害を
呈した患者の第一の理解者とな り関わること、患
者を取 り巻 く家族や病院スタッフに対し、障害の
説明や対応方法な どについて教育的 ・啓発的な関
わり持つこと、残された機能を最大限に活かす工
夫をすることが、患者の精神的安定、QOL向上
に繋がると考える。
5.今 後の課題
　今回の調査結果より、今後の課題を以下に示す。
①院内全体のSTを必要とする患者にリハビリテー
ションを提供できる体制を作る。そのためには現
在行っている活動を充実させ、今後も医師 ・看護
師など多職種 との情報交換を行 うこと、患者一人
ひ とりを丁寧に診療 し良い結果を残す ことで、
ST部門の認知度を向上させる。
②様々な疾患、病期にある患者により良い リハビ
リテーションを提供できるよう、言語聴覚士一人
ひとりが自己研讃に努め、評価診療技術の向上を
図 り、専門性を高める。
③上記①② のような取 り組みを通 し、STの処方
件数増加 に対応できるようST部門の土台を固め
る。
④主要3診療科以外の診療科 との連携体制を整え
る。
⑤増加した摂食 ・嚥下機能患者に対し、客観的評
価である嚥下造影検査や ビデオ内視鏡嚥下検査を
実施できる体制を作る。
⑥上記に示 した①～⑤の課題を達成 し、患者の
A・ を向上させることができるリハビリテーショ
ンを提供していく。
6.結 　 　語
①ST部門の診療実績を分析 し、言語聴覚士の役
割、今後の課題について検討 した。
②ST処方件数は年々増加傾向にあ り、　ST処方診
療科、対象患者の主病名も多岐にわたった。
③対象主障害も多岐にわたったが、特に運動性構
音障害、摂食 ・嚥下障害が多 く、言語聴覚士は構
音訓練 摂食 ・嚥下訓練を実施する機会が多くあっ
た。
④言語聴覚士は、コミュニケーション障害や摂食 ・
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嚥下障害患者に対する機能的アプローチに加え、
患者の精神面フォローや家族、病院スタッフに対
する教育的 ・啓発的な関わりを持つことが必要で
あった。
⑤今後も、医師や看護師との情報交換や患者一人
ひとりに丁寧な診療を提供 していくこと、自己研
鎖を積み評価診療技術の向上を図ること、院内全
体にSTを提供できる体制を作ってい くことでST
の対象 となる患者のQOL向上につながるリハ ビ
リテーションを提供 していく。
参考文献
1)立 石　雅子、勝木　準、相馬　 有里 ・他 ：急
性期病院 にお ける言語聴覚 リハ ビ リテーシ ョン
　に関す る調査研究.言 語聴覚研究、第1巻 第1
号 ：46－53、2004.
2)中 澤　久夫 ：急性期 に携わ る言語聴覚士 の役
割.言 語 聴 覚研 究 、 第6巻 第3号 ：172－175、
　 2009.
3)大 石　廣 ：リハ ビ リテー シ ョン医療 にお ける
言 語 聴 覚 士 の 現 状 と課 題.IRYO、　Vo1.61
No.5：324－327、2007.
4)諏 訪 　美幸 、能登 谷　晶子、谷内　 節子 ：急
性期 における見通 しのつ け方.言 語聴覚研究、
第5巻 第1号 ：34－40、2008.
5)金 子 芳洋、千野 直 一、才藤 栄一 ・他 ：
摂食 ・嚥下 リハ ビリテ ーシ ョン.医 歯薬出版株
式会社 ：2003.
14(188)　　5 (　　G H
当院における言語聴覚療法部門の診療実績による検討
The Achievements of the Speech Therapy Department in our Hospital
Hironori Aono, Miho Sato, Hiroko Minakami, Akito Koyama
Department of Rehabilitation, Sapporo City General Hospital
Summary
  The Speech Therapy(ST)department was established in FY 2006 for patients
who have lost the enjoyment of eating, and anxious patients who are unable to
express themselves due to disability. Since its foundation, the department has
continually provided therapy to recover the functions of"speaking"and"eating,"
and improve patients' QOL(quality of life). For this study, we reviewed the
therapeutic achievements o far, looked at what we are doing now, examined the
role of the speech therapist in our hospital, and considered future challenges.
  The survey results how the number of referrals for the ST department have
been increasing every year. Most of the prescriptions for the ST department were
from Neurology, the Critical Care Center and Neurosurgery, but requests from
other departments have also been increasing yearly bringing the total to 18 de－
partments. The majority of patients who received ST had cerebrovascular dis－
ease, but there were steady increases in patients with cardiovascular disease,
respiratory disease, surgical postoperative disuse syndrome, and cancer patients.
Patients eligible for treatment were not only those in an acute stage, but also
those in maintenance, recovery or terminal stages.
  The main dysfunctions targeted by ST were(1)motility disturbance articula－
tion disorders,(2)ingestion a d swallowing difficulties,(3)aphasia, and (4)
higher brain function disorders. The first wo accounted for the majority of
cases. From the above results, in future, in order to further improve the QOL of
patients, it was decided to consolidate the ST department to accommodate the
increase in the number of ST referrals, create a system that can provide ST to
the entire hospital, establish communication channels with clinics that so far had
only a few ST referrals, and set up a system to perform angiography as an ob－
jective assessment of swallowing dysphagia, which has been on the in crease.
Keywords：speech therapy, QOL(quality of life), challenges
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